


会 場：オンライン開催 ※Zoom、YouTubeライブ配信による全国オンライン中継

【問い合わせ】

①申込方法…豊田市よりそい支援課

Mail：yorisoi@city.toyota.aichi.jp TEL：0565-34-6791

②プログラム内容…日本意思決定支援ネットワーク（SDM-Japan）

Mail：info@sdm-japan.net    TEL：050-5534-4004

対  象 ：成年後見制度や意思決定支援の動向に関心のある自治体、中核機関、社会福祉協議会、

   NPO/NGO職員、これらの活動に携わる専門職、障害のある当事者・団体、市民 等

定 員 ：Zoom参加  300名、YouTube視聴  無制限

参 加 費：無料

申 込 先：① SDM-Japan 特設Webサイト（右記QRコード）
    https://sdm-japan.net/what-we-do/local-government-projects/symposium2024

 ② E-mail yorisoi@city.toyota.aichi.jp（豊田市よりそい支援課）

締 切：2025年２月19日（水）
プログラム： 裏面に記載
 

主  催   ：一般社団法人 日本意思決定支援ネットワーク（SDM-Japan）

共 催   ：豊田市、日本財団

2006年に国連で障害者の権利に関する条約が締結され、日本は2014年に批准しました。2022年8月には国連によ

る日本政府に対する初回の審査が行われ、同年10月に成年後見制度などにおける代行決定への懸念が示されると同時に、

支援付き意思決定の仕組みを確立するよう勧告がなされました。「良かれと思って」周囲の人が本人の代わりに決めるので

はなく、本人の「心からの希望や選好・価値観」に基づき本人自身が意思決定をし、それを尊重できる社会を目指していくた

めには、これまでとは別の支援の枠組みを作っていく必要があります。

このような背景を踏まえ、一般社団法人日本意思決定支援ネットワーク(通称：SDM-Japan)は、同月25日、豊田市及び

日本財団と、障害者・認知症高齢者等の意思決定支援事業に関する連携協定を締結し、2024年2月23日には、同事業の

実践を踏まえたシンポジウム（オンライン）を開催し、約450名の方に出席いただきました。

本事業は、障害者や認知症高齢者等で判断能力が十分ではないとされている人が、地域生活や社会参加を継続していく

ために自らの意思を形成、表明し、自分らしく生きていくための意思決定を支援する仕組みを構築・実践することを目指し

ています。

今回は、３年間に渡る本事業の成果及び民法・社会福祉法改正の動向を踏まえつつ、それぞれの地域課題に合わせて意思

決定フォロワー及び支える仕組み（フォロワーシステム）を実装しようとしている地域の皆様をお招きし、シンポジウムを開

催します。
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プログラム ※タイトル・時間配分・登壇者（敬称略）については変更の可能性があります。

13:00～13:15（15分） 開会

開会あいさつ・趣旨説明

名 川  勝 （一般社団法人日本意思決定支援ネットワーク（SDM-Japan）代表）
「豊田市・SDM-Japan・日本財団が目指す意思決定支援の形とは？」

世古口 佳 （日本財団公益事業部国内事業開発チーム・リーダー）
「日本財団における意思決定支援への取組み」

【第一部】 持続可能な権利擁護支援モデルのゆくえ
～意思決定支援モデルプロジェクトの成果を踏まえた社会福祉法制の改革とは～

13:15～13:55（40分）

基調報告

山野目 章夫  （早稲田大学大学院法務研究科教授）
「地域社会福祉と民事法制との一体的な改革について」

13:55～15:25（90分）

意思決定支援モデルプロジェクト（豊田市地域生活意思決定支援モデル事業）について

１）事業成果報告（30分）

１：モデルプロジェクトの全体像
水島  俊彦 （SDM-Japan副代表）

２：豊田市における実施ケースの概要
畠中  尚範  （豊田市よりそい支援課総合調整担当長）

２）それぞれの視点からの事業評価（60分）

コーディネーター
名 川 勝 （SDM-Japan代表）

コメンテーター
大地  裕介 （豊田市社会福祉協議会くらし応援副課長/豊田市成年後見センター長）
木本  光宣 （特定非営利活動法人ユートピア若宮理事長）
永 田 祐 （同志社大学社会学部教授）
枡方  瑞恵 （日本財団公益事業部国内事業開発チーム・チームリーダー）
森 地 徹 （SDM-Japan 事務局長・評価WG委員長）
山野目 章夫  （早稲田大学大学院法務研究科教授）

15:25～15:40（15分）

休憩／第一部アンケート

【第二部】 フォロワーシステムが目指す法改正後の未来

15:40～15:50（10分）

フォロワーシステムの開発と提案

水島  俊彦 （SDM-Japan副代表）

15:50～17:20（90分）

パネルディスカッション

〜フォロワーが「支持者」であり続けること、市民がフォロワーとなることの意義とは？～

１．趣旨説明・映像で見るフォロワー活動の実際
水島  俊彦 （SDM-Japan副代表）

２．ディスカッション
コーディネーター
永 田 祐   （同志社大学社会学部教授）

パネリスト（50音順）
大地  裕介 （豊田市社会福祉協議会くらし応援副課長/豊田市成年後見センター長）
木本  光宣 （特定非営利活動法人ユートピア若宮 理事長）
立花 さおり  （津別町社会福祉協議会地域福祉係係長/津別町あんしん生活サポートセンターほっと）
名川 勝 （SDM-Japan 代表）
牧野  郁子 （鶴ヶ島市社会福祉協議会主幹/鶴ヶ島市権利擁護支援センター ）
枡方  瑞恵 （日本財団公益事業部国内事業開発チーム・チームリーダー）

17:20～17:25（5分）

閉会のあいさつ

17:25～17:30（5分）

第二部アンケート／事務連絡

17:30  閉会

前回のパネルディスカッションの様子
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１ 趣 旨 

2006 年に国連で障害者の権利に関する条約が締結され、日本は 2014 年に批准しました。

2022 年 8 月には国連による日本政府に対する初回の審査が行われ、同年 10 月に成年後見制

度などにおける代行決定への懸念が示されると同時に、支援付き意思決定の仕組みを確立するよ

う勧告がなされました。「良かれと思って」周囲の人が本人の代わりに決めるのではなく、本人

の「心からの希望や選好・価値観」に基づき本人自身が意思決定をし、それを尊重できる社会を

目指していくためには、これまでとは別の支援の枠組みを作っていく必要があります。 

このような背景を踏まえ、一般社団法人日本意思決定支援ネットワーク(通称：SDM-Japan)

は、同月 25 日、豊田市及び日本財団と、障害者・認知症高齢者等の意思決定支援事業に関する

連携協定を締結し、2024 年 2 月 23 日には、同事業の実践を踏まえたシンポジウム（オンラ

イン）を開催し、約 450 名の方に出席いただきました。 

本事業は、障害者や認知症高齢者等で判断能力が十分ではないとされている人が、地域生活や

社会参加を継続していくために自らの意思を形成、表明し、自分らしく生きていくための意思決

定を支援する仕組みを構築・実践することを目指しています。 

今回は、３年間に渡る本事業の成果及び民法・社会福祉法改正の動向を踏まえつつ、それぞれ

の地域課題に合わせて意思決定フォロワー及び支える仕組み（フォロワーシステム）を実装しよ

うとしている地域の皆様をお招きし、シンポジウムを開催します。 

 

２ 日 時   2025 年 2 月 23 日 （日・祝）13 時開会 17 時半閉会 ※途中休憩含む 

 

３ 会 場   オンライン開催（登壇者は配信会場に集合） 

※Zoom、YouTube ライブ配信による全国オンライン中継を行います。 

 

４ 対 象    成年後見制度や意思決定支援の動向に関心のある自治体、中核機関、社会福祉

協議会、NPO/NGO 職員、これらの活動に携わる専門職、障害のある当事

者・団体、市民 等 

 

５ 定 員   Zoom 参加 300 名、YouTube 視聴 無制限 

        

６ 参加費   無料 

 

７ 申込先   ①SDM-Japan 特設 Web サイト（右記 QR コード）  

②E-mail yorisoi@city.toyota.aichi.jp（豊田市よりそい支援課）   

 

８ 締 切   2025 年 2 月 19 日（水） 

 

９ プログラム  裏面に記載 

 

10 主 催    一般社団法人 日本意思決定支援ネットワーク（SDM-Japan） 

 

11 共 催    豊田市、日本財団 

 

12 問い合わせ  ①申込方法…豊田市よりそい支援課 

（Mail  yorisoi@city.toyota.aichi.jp TEL 0565-34-6791） 

          ②プログラム内容…SDM-Japan 

（Mail  info@sdm-japan.net    TEL 050-5534-4004） 

 

自治体との連携による障害者・認知症高齢者等の意思決定支援モデル事業 

第３回 意思決定支援実践シンポジウム開催要綱 

フォロワーシステムが目指す法改正後の未来：「支持者」であり続けることの意味とは？
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プログラム ※タイトル ・時間配分・ 登壇者（敬称略） については変更の可能性があります 。 

13:00 開会 

 

13:00～13:15（15 分） 

開会あいさつ・趣旨説明 
名川 勝（一般社団法人日本意思決定支援ネットワーク（SDM-Japan）代表）  
「豊田市・SDM-Japan・日本財団が目指す意思決定支援の形とは?」 

   世古口 佳（日本財団公益事業部国内事業開発チーム・リーダー） 
「日本財団における意思決定支援への取組み」 

 

【第一部】持続可能な権利擁護支援モデルのゆくえ  

～意思決定支援モデルプロジェクトの成果を踏まえた社会福祉法制の改革とは?～ 

 13:15～13:55（40 分） 

基調報告 

      山野目 章夫（早稲田大学大学院法務研究科教授）  

「地域社会福祉と民事法制との一体的な改革について」 

 

13:55～15:25（90 分） 

意思決定支援モデルプロジェクト（豊田市地域生活意思決定支援モデル事業）について 

⑴ 事業成果報告（30 分） 

              １ モデルプロジェクトの全体像  

水島俊彦（SDM-Japan 副代表） 

      ２ 豊田市における実施ケースの概要 

畠中尚範（豊田市よりそい支援課総合調整担当長） 

⑵ それぞれの視点からの事業評価（60 分） 

   コーディネーター  

    名川 勝（SDM-Japan 代表） 

コメンテーター（50 音順） 

     大地裕介（豊田市社会福祉協議会くらし応援副課長／豊田市成年後見支援センター長） 

     木本光宣（特定非営利活動法人ユートピア若宮 理事長） 

     永田 祐（同志社大学社会学部教授） 

枡方瑞恵（日本財団公益事業部国内事業開発チーム・チームリーダー） 

森地 徹（SDM-Japan 事務局長・評価 WG 委員長） 

山野目章夫（早稲田大学大学院法務研究科教授）      

 

15:25～15:40（15 分） 

休憩／第一部アンケート 

 

【第二部】フォロワーシステムが目指す法改正後の未来 

15:40～15:50（10 分） 

フォロワーシステムの開発と提案 

水島俊彦（SDM-Japan 副代表） 

 

15:50～17:20（90 分） 

 パネルディスカッション 

～フォロワーが「支持者」であり続けること、市民がフォロワーとなることの意義とは？～ 

⑴ 趣旨説明・映像で見るフォロワー活動の実際 

水島俊彦（SDM-Japan 副代表） 
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⑵ ディスカッション 

コーディネーター  

永田 祐（同志社大学社会学部教授） 

パネリスト（50 音順）           

大地裕介（豊田市社会福祉協議会くらし応援副課長／豊田市成年後見支援センター長） 

木本光宣（特定非営利活動法人ユートピア若宮理事長）  

立花さおり（津別町社会福祉協議会地域福祉係係長／津別町あんしん生活サポートセ 

ンターほっと） 

名川 勝（SDM-Japan 代表） 

牧野郁子（鶴ヶ島市社会福祉協議会主幹／鶴ヶ島市権利擁護支援センター） 

枡方瑞恵（日本財団公益事業部国内事業開発チーム・チームリーダー） 

 

17:20～17:25（5 分） 

閉会あいさつ  

 

17:25～17:30（5 分） 

第二部アンケート／事務連絡 

 

17:30  閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※zoom のご使用についてのお願い 

 本シンポジウムは zoom、YouTube を用いたオンライン形式にて開催いたします。参加にあ

たっては、事前にお持ちのパソコンに zoom アプリをダウンロードし、下記の点についてご確認

くださいますようお願いいたします。 

・パソコンへの zoom アプリのダウンロードは以下 URL から行ってください。 

   【zoom】https://zoom.us/download 

・当日にネット回線が使えるスペース、PC、WEB カメラ(PC 内蔵の物で可)は各参加者にて確

保をお願いします。 

   

・zoom ミーティングの使用が初めての方は、以下 URL から接続テストを行ってください。 

   【zoom テスト】https://zoom.us/test 

   

・zoom の詳しい操作方法は、zoom ヘルプセンターの以下 URL からご確認いただけます。 

   【zoom ヘルプセンター】https://support.zoom.us/hc/ja 
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2025 年 2 月 23 日 
意思決定支援実践シンポジウム 

 

地域社会福祉と民事法制改革との一体的な改革について 

 
早稲田大学教授 
山野目 章夫 

 
目次 
 1 現行の成年後見制度における課題と改革の動因 
 2 成年後見制度を用いることがふさわしい本人の状況 
 (1) 後見の開始要件 
 (2) 後見の終了要件 
 3 本人の行為能力の制限 
 (1) 取消権付与の原因の見直しの可能性 
 (2) 取消権者の見直しの可能性 
 4 追求されるべき成年後見制度の全体像 
 (1) 後見・保佐・補助という 3 つの類型の見直しの可能性 
 (2) 任意後見制度の改革 
 

 1 現行の成年後見制度における課題と改革の動因 

 
 (1) 現行の制度における課題  審判の申立てがあり、本人が、精神上の障

害により事理を弁識する能力を欠く常況にあると認められるならば、そのこと

に基づいて、後見を開始する審判がされる（7 条）。本人が保佐を望み、そのよ

うに周囲の人たちも考えていても、精神上の障害により事理を弁識する能力を

欠く常況にあると認められる限り、保佐ではなく後見が開始される（11 条ただ

し書）。保佐の要件を充たす場合においても、必ず保佐の審判をしなければなら

ず、補助の審判をすることはできない（15 条 1 項ただし書）。 

 後見が開始されると、本人の財産の法律関係について、成年後見人が「被後見

人を代表する」とされる（859 条 1 項）。この規律は、成年後見人が代理権をも

って代行決定をする可能性に加え、代理権が包括的な性格をもつことを意味す

る。本人がする取引は、本人のみならず成年後見人も取り消すことができる（120
条 1 項）。代理権や取消権の行使にあたり本人の意見を必ず聴くという規律には

ふたつの問題 
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なっていない。 
 本人が、精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況になくなったと

認められるならば、そのことに基づいてのみ、後見を開始する審判が取り消され

る（10 条）。保佐や補助も異ならない（14 条 1 項・18 条 1 項）。 
 
 (2) 法制審議会の動向  こうした課題への対処として、成年後見制度の改

革が始まろうとしている。 

 法務大臣は、2024 年 2 月 15 日、法制審議会に対し成年後見制度の見直しを

諮問した（諮問第 126 号）。 
 
 
 高齢化の進展など、成年後見制度をめぐる諸事情に鑑み、成年後見制度を利用

する本人の尊厳にふさわしい生活の継続やその権利利益の擁護等をより一層図

る観点から、成年後見制度の見直しを行う必要があると思われるので、その要綱

を示されたい。 
 
 

 

 2 成年後見制度を用いることがふさわしい本人の状況 

 

 (1) 後見の開始要件  「精神上の障害」により事理を弁識する能力を欠く

「常況」が認められると当然に後見が開始される要件が調うという現行の規律

（7 条）は、すくなくとも見直しの論議を試みる必要がある。 
 
 a) 後見を用いるのに適する場面と後見を用いるのに親しまない場面――想

定される運用像  個別の事案に即して後見の開始・終了の適否を検討する、と

いう考え方が改革の基本的な方向であるから、一概に運用像を機械的に提示す

ることはできない。不動産など重要な財産の処分（売却、贈与や抵当権の設定）、

遺産の分割の協議をするなど高度な法律制度理解を要請する法律行為や、本人

の生活状況を本質的に左右する契約（介護施設で暮らすことにし役務の提供を

受けることを約する契約など）の締結は、今後とも成年後見人に関与させること

が望まれる。 
 これに対し、日常生活の部類に属する預貯金の取引のほか、友人や知人への通

常の範囲の贈与、市民生活上通常みられる旅程の旅行のための出費など社会生

当面のカレンダー 

中間試案の作成 
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活上の平常の行為は、しいて成年後見人の関与を要しないでも本人の意思能力

の充足を達する仕組みの支援を得て、後見を開始する事態としない解決は、おお

いに考えられる。そのように扱うこととなる法律行為の範囲は、9 条ただし書の

概念より広い。なお、厚生労働省は、社会生活上の意思決定を支援し、日常的な

金銭管理を援助する地域社会福祉の事業を制度とするための施策の検討や試行

を始めた。 
 これまでの成年後見制度の運用を大きく見直すとすると、難問も多い。本人が

公職選挙法に基づく選挙の候補となる届出をすることそのものを妨げることが

できないとしても、いわゆる選挙供託に相当額を出捐しなければならない仕組

みを十分に検討してもらわなくてよいか。株式の売買など投機性のある取引を

しようとする意向を示す本人にどのように臨むか（福薗晴也「成年後見人の財産

管理権と善管注意義務／後見財産による投資の可否」早稲田法学会誌 71巻 1号・

2 号〔2020 年、2021 年〕）。今後とも離婚は単独ですることができるとする規律

（738 条・764 条）を維持するとして、では、768 条 3 項の基準に照らし過大な

額の財産の分与をしようとすることは止めなくてよいか。いずれも悩ましい。し

かし基本は、たとえ後見が開始している場面であっても、本人と十分な意見交換

を重ね、究極は本人の意向を尊重して処することになるであろう（「高齢者にと

っての財産」は「リスクであると同時に武器」、西希代子「戸籍事務関係者のた

めの家事事件概説・アラカルト――財産管理・承継／『高齢者法』の試み」戸籍

時報 1025 号〔2023 年〕2 頁。判断能力が論じられるような人でない者でも、と

きに、やめればいいのになあ、と感ずる立候補をする者はある。それは、本人の

人生である。）。 
 
 b) 論議の先にみえる一つの開始要件像  論議が始まっているところの先

に見えてくる新しい開始要件像を一つのシルエットとして示すと、 
 
 
 精神上の理由により本人の権利利益を保護するための事務を自らすることが

困難であると認められる状況にある場合において、本人の請求があり、または本

人の同意を得て、後見を開始する旨の審判をすることができる、といった規律の

姿が浮かび上がる。このような考え方で進めることがよいか、課題があるか、こ

れから論議が深められなければならない。 
 
 
といったものが想起されるけれども、そのほかにも多岐にわたるアイデアが語

られており、これから先を注視していくことになる。 
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 精神上の理由は社会福祉法 2 条 3 項 12 号にみえる。「精神上の状況」でもよ

い（明治民法 975 条 1 項 2 号）。困難が認められる「状況」は、個別の状況を重

視する観点からは「情況」（用例に刑事訴訟法 321 条）にも近い。 
 もっとも、「精神上」という限定も考え込まなければならない。成年後見制度

の適用対象を精神上の理由（精神上の障害）のために困難な状況にある人々に加

え、身体障害がある人のなかでも、筋萎縮性側索硬化症に罹患するなどして特に

重度の身体障害がある人たちに拡げるかも、丁寧な考察を要する。そうした人た

ちは、社会生活上の意思形成における判断に支障がないとしても、形成された意

思を的確に表現し、その表現を十分に続けることに困難がある事例も珍しくは

ない。後見が開始される場合の行為能力の制限がどのような規律になるか、とい

う点の検討も睨みながら制度を構築することになる。なお、意思の的確な表現に

ついて存する困難を取り除く仕組みの法制上の文言選択において現行のものが

適切になっているかも、この機会において検証されてよい（465 条の 7・969 条

の 2 参照）。 
 事務は、法律事務に限るとしても、弁護士法 3 条 1 項と異ならず、法律行為

の概念に当たるものに限られないし、紛争性がある事案のみが状況として想定

されるものでもない。財産の管理処分がこれに当たり、大きな額に及ぶ損害賠償

金の弁済を受領（元本の領収）するなどの準法律行為を含むし、登記を申請する

手続や供託を行なう手続なども含む。述べるまでもなく、こうした法律事務に関

連して、本人の身上保護に関わる事務が成年後見人に期待される事例もみられ

る。後見の適時の開始・終了という考え方の転換を睨みながら、どこまで成年後

見人が身上保護に関わるか、を考えなければならない。施設入所の契約が締結さ

れた後に本人が施設において適切に役務の提供を受けて暮らしているかどうか

を注視、点検するなどの事務が成年後見人に期待される事例がないものではな

い。そのほか、介護保険に係る受給、利用者負担、各種減免、更新、不服申立て

などの諸手続、障害福祉サービス制度の申請、医療保険制度の申請、各種の障害

者手帳の申請、国民年金、厚生年金、生活保護、雇用保険などの申請、さらに公

租公課の納付などの諸手続のように行政機関などとの連絡調整を要する局面に

おいて、成年後見人でなければ担うことができず、あるいは成年後見人が担うこ

とが望まれる事例がどのようなものであるか、もひきつづき論議されるであろ

う。 
 開始要件の規律を考案するにあたっては、さらに、成年後見人を選任して事務

を担わせることが相当とされる状況が備わることが要件とされてよい。必要性・

補充性とよばれる論点である（現行法において既に 15 条 2 項の規律の背景に

は、必要性・補充性の考慮に近いものが控えると理解される）。本人の心身の状

況、年齢、財産の状況、財産の管理処分に関する本人の意見、地域における権利
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擁護支援の仕組みの整備の状況、同仕組みを本人が用い、または用いてこなかっ

た経緯、同仕組みを本人が用いる可能性など諸般の事情を考慮し、成年後見人を

選任して法律事務を担わせることが相当とされる状況にあるかどうかを検討し、

この要件を充たす場合において後見を開始する旨の審判がされるという制度が、

検討の題材となる。このような制度を採用する際は、その根拠となる規律を民法

またはそのほかの法律において設けることについて、さらに検討が重ねられる

と見込まれる。本人のために特定の法律行為をすることの適否を検討しなけれ

ばならないと認められる状況にあるかどうか、という観点を中心に家庭裁判所

が適切な認定判断をすることがかなう仕組みを調えることが、目標として見据

えられる。 
 本人の意思に反しないで後見が開始することを基本想定とするけれども、本

人が意思を表わすことができなかったり、本人の意思に反するものの後見を開

始しなければ本人の生命・身体・名誉・財産が害されるおそれが大きいと認めら

れたりする場合において、本人の権利利益を保護する必要が特にあると認めら

れるときに限り、本人の意思にかかわらず後見を開始することができるものと

するかどうか（不同意類型とよばれるものの適否という論点）は、慎重に検討し

ていくことになる。 
 総じて、開始要件に関する諸論点の全般について考察を深めるにあたっては、

精神上の理由（精神上の障害）により困難な状況にある、とされる要因をどのよ

うに理解するか、について観点を調えることが望まれる。医学的な観点からの認

定評価として社会生活上の的確な意思形成に支障があると認められることを独

立の要件として位置づけたうえで、これに加えて後見を開始する必要性や補充

性を検討するといういきかたと、医学的な観点からみて支障がありうるとして

も後見でない適切な支援により意思決定ができる局面があることを強調して、

機能の障害と社会的障壁の相互作用によって困難であるとされる状況が異なっ

てくる側面を重視し、医学的な観点からの評価を総合判断における一要素とす

るべきであるとする捉え方とは、具体の事例における解決が大きくは異ならな

いことが多いかもしれないとしても、アプローチが異なる（障害者基本法 2 条

も参照）。 
 
 (3) 後見の終了要件  事理弁識能力が回復した場合に（限り）後見を開始

した審判を取り消すとする現行の規律（10 条）は、見直しが避けられないと思

われる。期間を定め、場合により更新をし、または期間を定めないで柔軟に終了

をさせる、などの立法選択の比較検討を進めることになる。 
 その際、本人のために後見を実施することが相当であると認められる状況が

なくなった場合において、後見を終了させるというあり方が、基本的な観点とな
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る。 
 
 a) いわゆる必要性の喪失と後見の終了   後見の事務として本人が具体

的に需要とするところのものがなくなった場合において、いわゆる必要性の要

件が喪失するから、後見を終了させることが考えられる。成年後見人が代理権を

行使する必要性が失われる場合や、取消権について同様の状況に至る場合にお

いて、後見終了の検討が求められる。 
 施設入所契約が締結された場合において、社会生活上の意思決定支援の仕組

みが働く見通しが得られる場合において、後見を終了させることが考えられる。

金融機関における預貯金の取引についても、日常生活自立支援事業やそれを発

展させ今後において構想される社会福祉事業のなかで事務が処される場面が想

定される。遺産の分割の協議に参加した後、遺産の分割により取得した財産を預

貯金などの金融資産として保全したり、信託を設定したりすることが考えられ

る。 
 
 b) 後見の継続・終了に関する本人の意思・意向の考慮可能性  本人の意

思ないし意向が後見開始の要件の重要な一要素とされることとの関係も理論的

な整理を要する。一方において、本人が後見の継続を望まないとヒトコト述べ、

いわば後見の請求・同意を撤回すると後見が終了することになるか。後見開始の

審判が確定した翌日に本人が裁判所を訪れ後見を止めて欲しいと申し入れると

それに応じなければならなくなるようななりゆきは、安定を欠く。他方において、

本人が後見の継続を望む場合において、客観的に必要性が消失していると認め

られるときの解決も検討を要する。 
 

 c) 後見終了の裁判所による認定判断  本人の爾後の状況に関する見通し

を得るため、裁判所が的確に資料を得る仕組みが調えられなければならない。そ

の仕組みを前提として、その点を法制上明瞭する観点から家事事件手続法 119
条 2 項の規律を整備するとよい。 
 まず、地域福祉と家庭裁判所との連携を強化し、後見の開始時、そして終了時

における本人および地域における支援策の有無に関する情報提供の在り方を調

えるべきである。本人が現実に置かれた個別の状況を具体的に踏まえて後見を

始めたり終わらせたりする仕組みへと民事法制の基本的な考え方が転換されよ

うとしている情勢を睨みながら、裁判所が判断に際し用いる資料の充実が望ま

れる。医学的な知見の収集のみに言及する家事事件手続法 119 条・120 条の改

正が課題とならざるをえない。 
 この見地から、本人の心身の状態や生活の状況など全般にわたる諸事情を伝
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える公的な資料を裁判所が活用することができる態勢が要請される。現在の運

用において試みられている工夫を参考とし、裁判所が用いる公的な資料の法制

上の位置づけが明瞭にされるとよい。その際は、資料を作成することができる機

関や資格者の規律、また、虚偽の記載がされる場合の罰則の整備などが課題とな

る。かなりの部分は、家事事件手続法の上記各規定の改正問題であるが、機関や

資格に関する法制上の細目や、関連する個人情報の扱いなどは、社会福祉法制と

共管的に法制整備がされることが望ましい。 
 また、成年後見制度と地域福祉を架橋する役割を果たす中核機関の存在を法

制上明確なものすることも課題となる。後見の開始およびその終了を判断する

際、法定された機関を通じ、地域福祉の支援態勢を確認し、十分な支援が見込ま

れるかどうかを検討しなければならない。現行の家事事件手続法 119 条 1 項が

後見の開始を決めるにあたり専ら医師の意見を聴くものとするところは、いわ

ゆる医学モデルを象徴する。このような規律を改め、具体の本人の心身の状態お

よび生活の状況、とりわけ、本人が後見を用いる現実の需要を明らかにしたうえ

で、後見の開始を決めることができる態勢を調えるために要請される法制上の

措置は、同項を改正して済むものではない。求意見の対象機関として地域の社会

福祉の機関が想定され、それは、法制上の存在でなければならない。 

 法制上認知された地域社会福祉の機関を通じ、本人のための地域社会福祉の

支援態勢を確認し、十分な支援が見込まれるかどうかを検討する必要が生じる。

そのためには、社会福祉法制の見直しにおいて、家事事件手続法の改正と併せ

て、いわゆる中核機関の一部の機能が、社会福祉法の法文において読み取ること

ができる存在として法制化されることが不可欠である。中核機関は、地域連携ネ

ットワークのコーディネートを担う中核的な機関や体制をいう。中核機関が、本

人や関係者から権利擁護支援や成年後見制度に関する相談を受け、必要に応じ

て専門的な助言などをし、権利の実現のため本人のためにする事務の内容を検

討し、支援を適切に実施するため連絡調整をするものとされるべきである。 
 
 

 

 

 d) 検討を要する具体の諸場面  一般に、後見が終了した後の本人の事務

について見通しを得ておくことが望まれる局面として、①日常的な金銭管理を

どのようにするか、②施設に入所した後に事業者による役務提供の履行状況を

確認する必要がないか、③遺産の分割により取得した財産のように保全的な管

理が必要な財産がないか、④不動産の賃貸借の契約を締結した場合において爾

後の契約更新や更新拒絶などの事務をどのように処するか、⑤身上保護を含め

日常生活自立支援事業の拡充 

第三の社会福祉事業の可能性 

これまでのもの 

を活かして前進 
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本人ついて長期にわたる継続的な支援が要請される状況をどのように考えるか

（いわゆる親亡き後の問題）などの課題がある（根本雄司幹事・発言・法制審議

会民法（成年後見等関係）部会第 3 回会議、2024 年 6 月 11 日）。 
 日常生活自立支援事業による福祉サービスを受けることにする旨の契約を締

結したり信託を設定する法律行為をしたりすること、いわば後見終了後の本人

の暮らしを組織づけるトリガーになる法律行為に携わることをもって成年後見

人の最終段階の事務にするという進め方は、ひとつの想定として成りたつ。また、

不動産の賃貸借の契約を締結した後に契約更新・更新拒絶などの事務が残る局

面を例に取ると、契約締結に伴い一旦は後見を終了させ、そして契約更新などの

事務が生ずる際に再び後見を用いるという展開のほか、契約更新に関する権限

を初めから成年後見人に与え、または追加することにより後見を終了させない

展開もありうる。 
 

 

 

 e) 地域社会福祉の発展可能性との関係  後見が終了した後の本人の権利

保護を考えるうえで、日常的な金銭管理や社会生活上の意思決定支援を主題と

して実践されてきた持続可能な権利擁護支援モデル事業を明瞭に制度上の事業

とすることが望まれる。 
 日常的な金銭管理や社会生活上の意思決定支援における本人への意思決定支

援の仕組みを充実していかなければならない。充実ということの意義内容とし

て、公的な補助、支援、助成のような給付行政の展開にとどまることは、不十分

である。後見開始の審判を取り消そうとする裁判所は、後見が終了した後に本人

が、制度上の根拠をもち、かつ運用上の実績を備える地域福祉の営みに委ねられ

る見通しを得て、その旨の審判をする。 
 精神上の理由により日常生活を営むのに支障がある人々のために、無料また

は低額な料金で、生計に要する標準的な費用に充てられる金銭の管理およびそ

れに係る預貯金の取引、そのための印鑑や証書などの書類の保管などに加え、こ

れに関連する諸事務、たとえば公共料金の支払の代行などの事務、また、介護保

険サービスなどに係る各種の公的機関における手続の代行をすることが、明瞭

に第二種社会福祉事業が提供する福祉サービスとして位置を与えられるべきで

ある。日常生活自立支援事業の装いを新しくして、拡充するものとみてもよい。 
 この事業を営もうとする社会福祉法人などは、社会福祉法 68 条の 2・69 条の

例に倣って都道府県知事への届出をしなければならないものとし、同法 70 条・

71 条・72 条の例に倣い監督行政に服させるほか、都道府県社会福祉協議会に置

かれる運営適正化委員会の助言や勧告を受けるものとすることが考えられる

身寄りのない人 家族の役割も再び考える 
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（同法 83 条参照）。 
 
 f) 後見終了の法的構成  期間を定めて後見が開始されるという想定のも

とで後見の終了を考えるとすると、その期間について場合により更新をし、また

は更新をしないという仕方で後見の終了を判断することになる。期間を定めな

いで柔軟に終了をさせる、などの立法選択もありうるから、これら考え方の比較

検討を進めることになる。その際、つぎのような論点が想定される。 
 
 g) 再び後見を用いる際の課題  いったん後見が終了した後、再び後見を

開始することが相当である状況に至る事態も想定される。その際、なるべく当事

者の手続の負荷を軽くすることが相当であり、そのための方策も検討しなけれ

ばならない。 

 3 本人の行為能力の制限 

 

 (1) 取消権付与の原因の見直しの可能性  他人（成年後見人）の同意によ

り取消原因を消滅させる可能性を伴わず、日常生活に関する法律行為や身分行

為という僅かな例外（9 条・738 条・764 条・799 条・812 条・962 条）を留保

するものの、法律行為の客観的な範囲の限定もなく、かつ本人の意思にかかわら

ず他人（成年後見人）が法律行為の効力を否定する取消権の制度（現行の後見、

9 条）は、是認し難いと考えられる。 
 取消権行使の可能性を認める取引の種類を客観的に限定し、かつ、他人（保佐

人）の同意により取消原因を消滅させる可能性を認めつつ、同意を欠く場合にお

いて法律行為の取消しを認める仕組み（13 条）は、維持されてよいか。 
 また、本人がその意思により選択決定した範囲の取引に限定し、かつ、他人（保

佐人）の同意により取消原因を消滅させる可能性を認めつつ、同意を欠く場合に

おいて法律行為の取消しを認める仕組み（17 条）は、維持されてよいか。 
 さらに、消費者契約法の高齢者保護規定の一般化というゆきかたもありうる。

加齢や心身の故障のため十分な判断ができないまました重要な法律行為（消費

者契約法 4 条 1 項 7 号参照）は、消費者契約でなくても取り消すことができる

ものとするアイデアである。この場合は、他人の同意という契機を介在させない

で、この要件の充足を端的に判断することになる。取消権の仕組みを見直すにあ

たっては、消費者被害から高齢者や障害者を護るという問題意識も忘れてはな

らない（消費者委員会、第 436 回会議、2024 年 6 月 10 日）。 
 最も徹底した制度の見直しとして成年者についての行為能力の制限の制度を

全廃し、高齢者や障害者の権利保護を 3 条の 2 や 90 条の普通法的規律に委ねる
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ゆきかたも、はなから検討の外に置くわけにはゆかない。 
 

 (2) 取消権者の見直しの可能性  どのように取消原因を考えるにせよ、そ

れとは異なる次元の論点として、取消原因が存在すると認められる場合におい

て、だれに取消権を行使させるか、という論点がある。成年後見人がする取消権

の行使は、代行決定にほかならず、検討すべき事項が多い。あらゆる局面におい

て成年後見人が取消権を有するか（①）、取消権を有するとされる局面において、

本人の了解を得ないで取消権を行使することを無制限に許してよいか（②）など

である。①の論点は、本人のみが取消権を行使する（吉田克己「高齢者と私法」

私法 84 号〔2023 年〕11 頁参照）、本人および成年後見人が取消権を行使する、

本人に加え本人の意見を聴いて裁判所が取消権を付与する場合において成年後

見人が取消権を行使する、といった諸解決のそれぞれの得失を検討していくこ

とになる。 
 ②の論点は、成年後見人が取消権を与えられる場合においても、本人の意見を

聴いて行使するものとする、という規律を添えることは考えられてよい。もっと

も、その際、本人の了解を得ないでされた取消権行使の効果を検討しなければな

らない。成年後見人の任務懈怠を問われるにとどまるか、それとも取消しの効果

そのものが否定されるか、という問いである。 
 

 4 追求されるべき成年後見制度の全体像 

 

 (1) 後見・保佐・補助という 3つの類型の見直しの可能性  本人の意見を

疎かにする仕方での代理権の行使が好ましくないとはいえ、成年後見制度が代

理権という契機をどこかに内包することは、今後とも変わらないであろう。とく

に、本人が望むところに従い成年後見人に代理権が与えられ、かつ、代理権の行

使にあたり本人の意見を聴くものとする際、成年後見制度は、伝統的に民法総則

が講ずる法定代理という性格を希釈し、任意代理法の特殊な展開という変貌を

みせることになる。いずれにしても、成年後見人の代理権は、現行のような包括

的なものではなく、本人の事務のうち範囲を限ったものとする運用が標準とし

て想定される。 
 本人の意思にかかわらず後見が開始し、それにより代理権も与えられるとい

う契機を含む類型（不同意類型）を設けるかどうかを慎重に検討していくことが

要請されるとして、たとえ不同意類型なるものが設けられるとしても、要件の差

異にとどまるならば、厳密な意味で類型が 2 つあるものではなく、成年後見制

度は、大きな一つの類型に統一改編される（一元論）。 

あまり複雑な制度に

してもいけない。 
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 不同意類型にあっては、客観的に定められている種類の取引は同意を要する

という仕組みを当然に随伴し、あるいは成年後見人が当然に独立の取消権を有

するといった立法選択が採られるならば、要件のみならず効果が可視的に異な

る。その際、不同意類型とそうでない一般の類型とは、法道具概念として類型と

よぶにふさわしいものとなる（二類型論）。 
 新しい成年後見制度の像として得られるところを睨み、成年後見人の交代、成

年後見人の職務やそれに対する報酬などに関する規律も、見直しの検討が要請

される。 
 
 a) 成年後見人の交代  後見を終了させるということでなく、後見を継続

しつつ成年後見人を交代させるという事案処理が相当であると考えられる局面

もある。成年後見人に不行跡があることを捉えて成年後見人を解任する現行の

仕組みの発想を改めなければならない。その際、どのような要件で交代を考える

か、という実質の論点と、どのような手続の法的構成で交代を実現させるか（従

前の者を解任し、異なる者を選任するという 2 つの裁判をするか、それとも一

個の裁判で改任をするか）という手続の論点とがある。 
 本人の心身の状態や財産の状況の変化、また、本人のためにされる必要がある

と認められる後見の事務の種類および性質ならびに事務の量に係る従前の経過

や予想される変化などに照らし、従前の成年後見人が任に適さないと認められ、

または、新しく後見の事務に携わることが適任である者があると認められる場

合において、交代をするものとする考え方がありうるところであろう。 
 その際は、他に存する適任の者を指名して交代の請求をするものとするかど

うか、検討を要する。 
 成年後見人の意思に反して任を解く審判をする事態が起こりうるから、抗告

の利益を同人に与えるか、も検討を要する。解任の審判に対しては、この即時抗

告が家事事件手続法 123 条 1 項 4 号において認められている。交代が解任と性

格を異にするところをどのように考えるか、という問いになる。 
 なお、成年後見人に非違がなくても交代をすることがありうるとなると、「家

庭裁判所で免ぜられた」成年後見人が爾後は後見人となることができないする

847 条 2 号の規律を見直すことになるであろう。 
 
 

 

 b) 成年後見人の義務  「成年後見人は、成年被後見人の生活、療養看護及

び財産の管理に関する事務を行うに当たっては①、成年被後見人の意思を尊重

し②、かつ、その心身の状態及び生活の状況に配慮しなければならない」という

だれのための成年後見制度か 

という視点 
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ものが、現行法の 858 条の規定ぶりである。①の規律は、局地的、個別的に定

められる後見の事務の今後の在り方を前提とすると狭すぎるものではないか、

という批判がありうる。②の表現は、抽象的すぎる嫌いがある。すくなくとも本

人の意思、意向を確かめなければならないことが規律上明定されるべきである

と一歩踏み込むことはどうか、考えていくことになる。 
 
 c) 成年後見人の職務  事案を問わず成年後見人が携わる職務は、現行法

において、成年後見人が包括的な権限を有していて広く本人の事務の全般に携

わっている前提のもと、853 条が定める財産の調査および目録の作成や、870 条

が定める後見の計算が求められる。 
 なお、家事事件手続法 124 条 1 項・133 条・142 条は、成年後見人とは別に、

「適当な者に……調査させ、又は臨時に財産を管理」させることができるとする。 
 成年後見人の事務や権限が局地的なものになってくるとすると、成年後見人

に付与した代理権や財産管理権の外郭の事項についても財産の調査などが可能

であるようにする要請が想定される。財産目録の作成などの手順を現行のもの

からどのように改めるか、なども論点となりうる。 
 なお、成年後見人が携わる事務について利益相反行為の規律を整理する必要

もあるかもしれない。臨時の調査や財産の管理は、公的な位置づけを受けた地域

社会福祉の支援・監督の機関が任を担う運用も想像される。 
 
 d) 成年後見人に対する監督  現行法は、863 条・876 条の 5 第 2 項・876
条の 10 第 1 項などによると、家庭裁判所は、いつでも成年後見人に対し後見の

事務の報告もしくは財産の目録の提出を求め、または後見の事務もしくは成年

被後見人の財産の状況を調査することができ、また、本人の財産の管理など後見

の事務について必要な処分を命ずることができるとされる。 
 具体的に行なわれている監督の事務は、成年後見人が包括的な権限を有して

いて広く本人の事務の全般に携わっている前提のもと、適時に報告を求め、報告

内容に係る事実関係を確認するため、金融機関などから必要な資料を取り寄せ

るなどして事実関係を確認するところに基づき、後見の事務について必要な処

分を命じたり、成年後見人等を解任したりする。 
 成年後見人の事務や権限が局地的なものになってくるとすると、成年後見人

に付与した代理権や財産管理権の外郭の事項についても家庭裁判所が調査など

をすることが可能であるようにする要請が生ずることが考えられる。定期報告

なども、家庭裁判所の監督の在り方について新しく考えるべき論点は何か、整理

をしていかなければならない。 
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 e) 成年後見人の職務に対する報酬  法制審議会は、報酬の公費助成を拡

充せよ、と声を出す場所ではない。「被後見人の財産の中から」報酬が出捐され

るとする規律（862 条）を前提としつつ、報酬の的確なルールを用意する場所で

ある。的確なルールとは、報酬の収受可能性とその金額について的確であること

を意味する。 

 報酬の収受可能性の論議が難しいところは、事業者が成年後見人である場合

（専門職後見人の場合がそうである）に報酬を請求する法的な権利が明瞭に認

められるべきであり、その意味において有償原則が妥当することに疑いがない

としても、そこに有償原則が妥当する領域が限られるか、明らかでないという点

である。そこに限られるとすれば商法 512 条と同様の規律を用意すればよく、

さほど立法として悩ましいものではない。しかし、その裏返しとして非事業者が

成年後見人の場合（その典型が親族後見人の場合）において報酬請求権が否定さ

れるかのような規範が妥当か、と問うならば、家族の多様な在り方を睨むと、そ

うは必ずしも見ることができない。さらに、事業者である性格と非事業者である

性格とが交配する領域（市民後見人の多様な在り様が想起される）を考えると、

機械的に有償原則を宣する規定を設ければよいものでないことが、いよいよ確

かである。 
 成年後見人の報酬は、その額の予測可能性を高める社会的な要請も強い。標準

となる金額水準を法令から読み取ることができる規律とすることが理想である。

半面において、これから見直されようとする成年後見制度における成年後見人

の事務が多様であって、事案に応じ個別に定められる性格を濃くしていく方向

にあることも注意を要する。オーダー・メイドの品のプライスは、それを予め機

械的、画一的に決めておくことに親しまないかもしれない。 
 それにしても、現行の 862 条の文言は、あまりにそっけない。そこも確かで

あろう。類似の局面において信託法 54 条は、「相当の額」の報酬を収受するこ

とができ（2 項）、報酬の「額及び算定の根拠」が蔑ろにされてならない（3 項）

と謳う。近時の法制の経験においては、令和 6 年法律第 33 号により改正された

768 条 3 項が、はるかに改正前に比べ財産分与の可視性を高めるものとなった。

それとて婚姻とその解消である離婚が多様な経過を辿るものであるからには、

財産分与の計算を硬直的なものとして示すものにはなっていないけれども、そ

の計算などにおける考慮事項や考慮の方針を明らかにする意義は小さくない。 
 
 ＊ 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）において謳われ

ている事項のなかは、今般の成年後見制度の改革が実現すると、すでにアジャンダとして達

成された状況に至るものなど、背景をなす状況や前提が大きく異なってくるものが少なく

ない。見直しが望まれることになるかもしれない同法においては、新しい成年後見制度と、
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これまた態勢を調えて推し進められる地域社会福祉との連携に関わるプログラムが盛り込

まれるとよいであろう。そこで想定される課題の一つにおいてこそ、報酬の標準額というこ

とが考えられる。成年後見人の事務の在り様の変化を睨みつつ、福祉行政のなかで公的な支

援がされる報酬の標準を法令やその委任を受けた文書において明らかにすることは、公金

支出の基準を示す性質をもつにとどまり、裁判官の判断を縛るものにはならない。むしろ明

瞭な基準のもとで成年後見制度の利用を促進する政府のファイナンスを実施することが、

憲法 89 条の要請にも合する。 
 
 (2) 任意後見制度の改革  任意後見制度は、きちんと議論したい。と、わ

ざわざ述べなければならない理由がいくつかある。何よりも、本人の意思の尊重

ということを強調するならば、任意後見制度こそ、論議の中心に据えられなけれ

ばならない。検討の順序も初めに置かれるべきであるという意見すらあるであ

ろう。その観点からは、この文書そのものも批判の対象である。 
 とはいえ、現実に論議をしようとすると、法定後見制度の輪郭が定まらないと

任意後見制度を論じにくい側面があることは、否定し難い。法定後見制度の論点

は多く、会議の段取りなどにおいて、どうしても任意後見制度の検討を圧迫しが

ちである。ミラクルな工夫は、ない。とにかく一所懸命に任意後見制度を論ずる

ことに尽きる。課題は、3 つある。 
 第一に、任意後見契約の締結と同時に民法上の普通の委任契約を締結し、それ

により即時に全部の事務を委託される、という形態の取引がめだつ（いわゆる移

行型の問題性）。すべての事案が不正の温床とはしないけれども、本人の判断能

力が低下しても任意後見監督人が選任されず本人に対する経済的虐待の契機を

提供する事例がみられることは、たしかである（移行型は、じつは移行しないた

めに用いられる。移行型という名辞はブラック・ジョークである）。 
 第二に、本人や家族にもたらす任意後見監督人というものの存在の負荷も課

題となる。望まない者が選任されて本人や家族とのコミュニケーションが円滑

でなかったり報酬の負担が生じたりする。任意後見監督人の選任や監督の在り

様が必ずしも本人や任意後見受任者の意向や情況を汲むものでないという当事

者らの苦言なども受け止め、良い制度改革がかなうとよい。 
 第三に、法定後見制度の柔軟化への応接が要請される。法定後見が時間の幅の

点において、また後見人の権限の範囲において必ずしも無限のものでないとす

るならば、そこへの改革の動きを見据えつつ任意後見との関係を見直さなけれ

ばならない。 
 これらの 3 つの課題への解答を一筆書きのようにして提示することは、容易

ではない。 
 なんといっても任意後見監督人の選任から任意後見が動き出す。任意後見監

038



15 
 

督人の選任を公的な機関が申し立てる可能性が考えられるかもしれない。そも

そも任意後見監督人に選任される者も、さまざまな専門の人々や機関が考えら

れる。法定後見の制度が適時に必要な範囲で働く制度になるならば、任意後見の

制度は、いっそう柔軟な活用が可能になる工夫が施されなければならない。任意

後見人が担う事務の範囲も、すでに現行の制度において本人の法律事務の全部

とすると限ったものではない。これからは、限られた範囲で権限を与え、または

段階的に権限を追加、拡大していくという進め方も検討に価する。このように任

意後見契約を働かせるあたっては、当初に締結される契約において本人がして

いた指図の重要性も高まる。法定後見のみならず任意後見も、いつも本人の全部

の事務をするものと決めつけないで、特定された事務を委託される形態が顧み

られてよい。こうして法定後見と任意後見の双方が事項を限られたものとして

運用される想定が現実のものになってくるならば、同時に任意後見と法定後見

とが併存する事態を許容する法制変更も真剣に検討されることになる。併存と

いうことの意義は、精密にして論じないと論議が混乱するおそれがあり、実際の

運用においても、権限の抵触の疑義が生ずるなどして円滑を欠く場面がみられ

るかもしれない。法定後見を併走させる際は、必ず成年後見監督人を置き、かつ

任意後見監督人が兼務するといった運用は、一つの工夫として可能であろう（兼

務する監督人は、任意後見人と法定後見人の「権限についての疑義」を裁定し、

特定の事務を指定する者に「取り扱わせ」、「事務をつかさどる〔者〕を指定する」

といった役割が期待される。内閣法 9 条、検察庁法 12 条、不動産登記法 6 条 2
項、など参照）。 
 状況によっては任意後見監督人を置かれないという状態は、是認されるか。な

んらかの公的な機関が事案を把握しているという態勢にとどめることでよい事

案があるかもしれない。しかし、一般論としては、任意後見監督人というものの

存在を予定するからこそ、任意後見制度が特徴をもつ。それを欠くならば、民法

上の通常の委任契約を用いればよい話になるであろう。つねに重い態勢の監督

を垂れる仕組みにせず、任意後見人が重要な法律事務をする局面などを除き、簡

易な監督にとどめるという在り様は、ひとつの構想としてありうる。簡易な、と

いうことはエスプリとして理解可能であるとして、そこを法制上どのように表

現するか、これが課題となる。任意後見監督人が善管注意義務を負い（644 条の

準用）、本人や関係者との利害関係が厳しく問われ（843 条 4 項の準用）、そのよ

うにして事務が軽くならないから報酬も安くはならない（862 条の準用）という

ことでは、いくら簡易な監督が理想と叫ぶとしても、精神論にとどまる。 
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皆様と御時間を共にすることを楽しみにします 

 
 顧みますと、1999 年に介護保険法を成立させると共に、禁治産などの古めか

しい概念を廃棄して成年後見制度を抜本改革した時が、今日に至る第一歩であ

りました。その第一歩から時を経ました。1999 年体制とでもよぶべきものは、

かなり疲れてきているとみえます。急速に進む高齢化の大波を乗り切ることが

できなければ、おとしよりたち本人にとって不憫であるのみならず、おとしより

たちを支える現役世代こそ、複雑で不安定な制度に振り回され、親の世代を支え

るのに疲れ果てることになりかねません。障害のある人たちが、もっと前を向い

て暮らしてもらうための施策も重ねなければなりません。 
 こうした課題に応えるうえで、欠かすことができない諸論点を皆様と共に考

えたいと望みます。 
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豊⽥市地域⽣活意思決定⽀援事業（意思決定⽀援モデルプロジェクト）における役割分担の改定案（2024.10）

事務局 合議体 「⾦銭管理担当」及び「アドボケイト」

以下の全てに該当する者 ・豊⽥市が委嘱した市⺠ ・豊⽥市の指定を受けた事業者 ・事務局→豊⽥市・豊⽥市社協（中核機関） ・市⺠／当事者

・権利擁護⽀援（⾦銭管理）に関する専⾨的
な知⾒・実務経験を有する者」
・「権利擁護⽀援（アドボカシー）に関する
専⾨的な知⾒・実務経験を有する者

・精神上の理由⼜は社会的障壁により、意思
決定及び⾦銭管理等に⽀援が必要。

※専⽤講座として、とよた意思決定フォロ
ワー導⼊講座を実施。

※当⾯は、社会福祉法⼈であって、介護保険
サービス⼜は障がい福祉サービスの指定を受
けた者を想定。

※市⺠後⾒⼈等の育成・活躍⽀援を⾏ってい
る観点・範疇から、⼀部の取組は、豊⽥市成
年後⾒⽀援センターも参画。 

・司法専⾨職
※当⾯は、後⾒監督⼈等、当事者⽀援活動の
実務経験等のある者を想定。

・当該課題に対し、親族からの⽀援⼜は⺠間
事業者が提供するサービスの利⽤による⽀援
を受けることが困難である者であること。

※移⾏型任意後⾒契約のみによってサービス
を提供している事業者は、指定申請すること
ができない。

・福祉関係者
※権利擁護⽀援専⾨員に対するアドボケイト
基礎研修の実施を予定

・⽀援の内容を理解できる⼜は成年後⾒制度
（未成年後⾒を含む）を利⽤している。

＋SDM-JAPAN ＋SDM-JAPAN

ひと⾔でい
うと

－
・定期的な訪問を通じ、本⼈が地域⽣活で望
むことについて⽿を傾け、⼀緒に考えるとと
もに、その希望を後押しする。 

・⽇常的に必要となる⼿続⼜は要する費⽤の
⽀払や付随する管理など地域⽣活で基盤とな
る⾏為に関する便宜を供与することを通じ、
本⼈の⽣活の質的向上を⽀援する。 

・本⼈からの苦情、フォロワー及び事業者か
らの報告の受付並びに相談及び基本的な対応
を⾏う。

・権利擁護⽀援としての本事業の適切な運営
と苦情解決のため、第三者の⽴場で、フォロ
ワー及び事業者に助⾔⼜は勧奨を⾏う。

・本⼈への権利擁護⽀援を図るため、⾦銭管
理及び意思決定⽀援の定期チェックを⾏うと
ともに、必要に応じて、第三者の⽴場で、意
思決定⽀援を⾏う。

意思決定フォロワー ⽣活基盤サービス
（意思決定⽀持者) 事業者

○開始の⼿続き ○開始の⼿続 ○開始の⼿続 ○開始の⼿続  ○開始の⼿続  ○開始の⼿続

・事業の利⽤を希望する本⼈が豊⽥市に事業
の利⽤登録をする。

・本⼈が豊⽥市に事業の利⽤登録をし、利⽤
を開始することで、派遣する。

・本⼈が豊⽥市に事業の利⽤登録をし、利⽤
を開始したら、重要事項説明書で⽀援の内容
等を説明した上で、契約を締結（フォロワー
や委員会の関与を規定）する。

・本⼈が豊⽥市に事業の利⽤登録をし、利⽤
を開始することで関係性が⽣じることに。

・同左 ・同左

・事業者から重要事項の説明を受け、同事業
者との契約を締結する。

・この際、マッチングに必要な内容につい
て、本⼈同意により個⼈情報の共有を可能と
する。

・この際、本⼈同意により個⼈情報の共有を
可能とする。

・この際、事前の本⼈同意により、必要な個
⼈情報の獲得を可能とする。

○マッチング ○マッチング

○マッチング ○マッチング ○マッチング
・事業開始後すぐに、⾦銭管理の確認を⾏う
専⾨員を選定する。

・委員会（合議体）により担当者を調整、決
定する。

・フォロワーの派遣について、マッチングの
機会を設けることを希望できる。

・本⼈の希望により、マッチングの機会に参
加する。

○マッチング
・本事業の説明、マッチングの機会の調整を
⾏うことがある。

○関係性の解除 ○関係性の解除

○関係性の解除
・フォロワーの派遣について助⾔することが
ある。

○関係性の解除 ・同左 ・同左

・フォロワーの交代について、委員会へ相談
できる。

・マッチングの機会において補助することが
ある。

・本⼈が本事業の利⽤をやめることに併せ
て、関係性が解除される。

・契約解除条項に基づき、事業者との関係を
解除できる。

○関係性の解除 ○関係性の解除

・委員会への相談や調整を経て、関係を解除
することができる。
(期間を定めフォロワー交代を検討）

・本⼈及び事業者からの契約解除条項を設
け、それに基づき、関係を解除できる（重要
事項説明書により予め説明が必要）。

意思決定フォロワー ⽣活基盤サービス
（意思決定⽀持者) 事業者

○⾦銭管理・消費 ○⾦銭管理・消費 ○⾦銭管理・消費 ○⾦銭管理・消費 ○⾦銭管理・消費 ○⾦銭管理・消費
 活動及び関係⼿続  活動及び関係⼿続  活動及び関係⼿続  活動及び関係⼿続  活動及び関係⼿続  活動及び関係⼿続

・本⼈が、⽣活における⾦銭の使い道を考え
る。

・本⼈が⽣活上の意思決定を考えるための必
要に応じて情報収集・提供を⾏う。

・本⼈との⾯談(フォロワーも同席可)やフォロ
ワーからの情報提供を踏まえ、個別⽀援計画
を作成する。

・事業者から個別⽀援計画を受理し委員会
（合議体）へ報告する。

・事業者から個別⽀援計画を受理する。
・事業者から提出された⾦銭管理の記録か
ら、適正をチェックする（３か⽉に１回）。

・⾦銭管理・消費活動に関する書類の提出
や、預⾦の引出し・購⼊などについて、本⼈
⾃⾝が主体的に⾏う。

・本⼈が⽣活上の意思決定を考える際に、問
いかけや共感などを通じ、⼀緒に考える。

・本⼈の⾦銭について、⽇常的な⽣活に必要
な範囲で、管理する。

・フォロワーからの相談に対応するととも
に、定期報告を受け付ける。

・事務局からの定期報告を受けて、課題の指
摘、解決策の検討を⾏う。

・委員会（合議体）の要請に基づき、権利擁
護⽀援（⾦銭管理を含む）に関係する本⼈⾯
談、ケース会議の出席や契約の⽴会いを⾏
う。

・⾦銭管理・消費活動に関する書類の提出
や、預⾦の引出し・購⼊などについて、本⼈
に同⾏することがある。

・各種利⽤料や光熱⽔費についての引き落と
し⼿続きなど適切な管理に向けた便宜を図
る。

・事業者からの相談に対応するとともに、定
期報告を受け付ける。

・個別⽀援計画によって当初想定されていた
⽀払い以外の執⾏を⾏う場合、事業者が提供
している他のサービスについて新しく契約を
する場合は、事前に必要性を確認する。

・既存サービスにおける⽀援の場⾯などを通
じて、本⼈に必要な⾦銭を受け渡す。

・必要に応じて、委員会（合議体）に、相談
内容に対する助⾔を仰ぐとともに、対応を求
める。

・必要に応じて、専⾨員による個別対応の依
頼を⾏う。

・⾦銭管理・消費活動に関する書類の請求
や、預⾦の引き出しなどについて同⾏するこ
とがある。

・必要に応じて、事業者の対応に改善を求め
る勧奨を⾏う。

「⾦銭管理担当」及び「アドボケイト」

共通理念
○【⼗⼈⼗⾊】本⼈にとっての彩（いろどり）ある暮らしを⼀緒に描きます。
○【尊厳】周りの価値観ではなく、本⼈の価値観を基準に考えます。
○【共働】お互いの⽴場を尊重しながら、それぞれの役割を全うします。

本⼈
意思決定⽀持者

通称︓とよた意思決定フォロワー 
⽣活基盤サービス事業者

権利擁護⽀援委員会

対象・参画
者

本⼈ 事務局 合議体

本⼈との関
係性の担保

本⼈ 事務局 合議体 「⾦銭管理担当」及び「アドボケイト」

やること
（活動・⽀
援）
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意思決定フォロワー ⽣活基盤サービス

（意思決定⽀持者) 事業者

○⾦銭管理・消費 ○⾦銭管理・消費 ○⾦銭管理・消費 ○⾦銭管理・消費 ○⾦銭管理・消費
 活動及び関係⼿続  活動及び関係⼿続  活動及び関係⼿続  活動及び関係⼿続  活動及び関係⼿続

・本⼈の⾦銭については直接取り扱わないこ
と。

・個別⽀援計画は、フォロワーや専⾨員の意
⾒を踏まえて、サービス提供責任者・サービ
ス管理責任者・ケアマネジャー・相談⽀援専
⾨員が作成すること（ケアマネジャー・相談
⽀援専⾨員の場合は、ケアプラン・サービス
等利⽤計画に盛り込むことで差し⽀えな
い）。

・本⼈の⾦銭を所持・管理しないこと。 ・同左 ・同左

・書類の提出や、預⾦の引き出し・購⼊など
について、本⼈の依頼を受けても、本⼈不在
で代わりに⾏わないこと（ただし、本⼈がい
る状況での代筆や⾦銭を数えて店員に渡すな
どの合理的配慮を⾏うことは差し⽀えな
い）。

・⾦銭管理は、管理者⼜はサービス提供責任
者・サービス管理責任者・ケアマネジャー・
相談⽀援専⾨員のもとで⾏うこと（⼿続きな
どの便宜、⽀援などを通じて⾦銭を受け渡す
ことは、⽀援者が実施して差し⽀えない）。

  
・資産・⾼額の⾦銭や重要書類を管理しない
こと（これらは社協等のサービスを別途利⽤
する）。

・介助⾏為は⾏わない（別に介護保険サービ
ス⼜は障がい福祉サービス等を利⽤する）。

意思決定フォロワー ⽣活基盤サービス
（意思決定⽀持者) 事業者

○意思決定 ○意思決定⽀援 ○意思決定⽀援  ○意思決定⽀援  ○意思決定⽀援  ○意思決定⽀援
・本⼈⾃⾝が望む⽣活を事業の関係者に伝え
る。

（表出・形成・実現） （表出・形成・実現） （表出・形成・実現） （表出・形成・実現） （表出・形成・実現）

・本⼈⾃⾝が望む⽣活の実現に向け、本⼈⾃
⾝が主体的に活動を⾏う。

・本⼈への⾯談により、本⼈のこれまでの暮
らし⽅や価値観、好き嫌いを知る。

・本⼈との⾯談や本⼈⽴会いの下でのフォロ
ワーからの情報提供を踏まえ、⽀援を実施す
る。

・フォロワーからの相談に対応するととも
に、定期報告を受け付ける。

・個別⽀援計画を受理する。

・本⼈が⼊院・⼊所をする場合は、フォロ
ワーと共働して、本⼈との⾯談やケース会議
の出席などを通じて、本⼈の意向を確認す
る。

・定期的な訪問のほか、必要に応じて、本⼈
とともに余暇活動、社会活動に同⾏もしくは
参加することがある。

・本⼈からの相談を受けて、⾦銭管理におけ
る対応を適宜⾏うとともに、必要に応じて、
既存サービスにおける⽀援にも、本⼈の希望
を取り⼊れる。

・必要に応じて、委員会（合議体）に、相談
内容に対する助⾔を仰ぐとともに、対応を求
める。

・事務局からの定期報告を受けて、課題の指
摘、解決策の検討を⾏う。

・本⼈が希望を第三者に伝えられるように、
付き添う（事業者に対する相談、申⼊れを含
む）。

・本⼈が⼊院・⼊所をする場合は、事前に本
⼈の意向の⾯からの必要性を確認し、必要に
応じて助⾔を⾏う。

・その他、本⼈の希望の実現に向け、例え
ば、サービス利⽤窓⼝への同⾏や合理的配慮
などを⾏うことがある。

・必要に応じて、専⾨員による個別対応の依
頼を⾏う。

意思決定フォロワー ⽣活基盤サービス
（意思決定⽀持者) 事業者

○意思決定⽀援 ○意思決定⽀援 ○意思決定⽀援 ○意思決定⽀援 ○意思決定⽀援
（表出・形成・実現） （表出・形成・実現） （表出・形成・実現） （表出・形成・実現） （表出・形成・実現）

・本⼈に対する法律上の代理権を持たないこ
と。

・⽇常⽣活範囲の⾦銭管理に関する代理⾏為
（維持・管理）は契約書に記載。ただし、個
別⽀援計画に記載した内容以外を事業者の判
断のみで⾏使（処分）しないこと。

・本⼈に対する法律上の代理権を持たないこ
と。

・同左 ・同左

・本⼈不在のところで代弁⾏為は⾏わないこ
と（本⼈の主張がそのまま伝わるように発⾔
を補うなどの合理的配慮を⾏うことは差し⽀
えない）。

・死因贈与契約を締結することは禁⽌。
・フォロワー及び事業者に対する改善の勧奨
は法的拘束⼒を持たない。

・同左

・⼀定の類型に該当する意思決定（居所の移
転、⾼額の⾦銭⽀出などの⼤きな意思決定）
の場合には、委員会（事務局）に必ず相談す
るとともに、必要に応じて、専⾨員の判断を
仰ぐこと。

・本⼈に対するすべてのサービスを当該事業
者のみで提供している場合には、⾦銭の受け
渡しの際に、フォロワーの⽴ち合いを必ず要
すること。

・成年後⾒制度の利⽤の必要性が⽣じた場合
は、市⻑⼜は豊⽥市成年後⾒⽀援センターに
対し、速やかに、その旨を通知する。

・本⼈不在のところで代弁⾏為は⾏わないた
め、本⼈不在のケース会議等には出席しな
い。

・当該事業者が提供している別のサービスに
ついて、新たな契約を締結する必要がある場
合は、委員会に必ず事前に相談すること。ま
た、契約時には、フォロワーの⽴ち合いを必
ず要すること。

・フォロワーから提出された活動報告書の内
容及びフォロワーとの定期⾯談⼜は調査活動
を踏まえ、委員会に報告・情報共有する(アド
ボケイト）。

「⾦銭管理担当」及び「アドボケイト」本⼈ 事務局 合議体

「⾦銭管理担当」及び「アドボケイト」

活動・⽀援
時における
留意事項

－

本⼈ 事務局 合議体 「⾦銭管理担当」及び「アドボケイト」

やること
（活動・⽀
援）

本⼈ 事務局 合議体

活動・⽀援
時における
留意事項

－
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意思決定フォロワー
（意思決定⽀持者)

○記録・報告・情報共有 ○記録・報告・情報共有 ○記録・報告・情報共有 ○記録・報告・情報共有 ○記録・報告・情報共有

・活動を記録し、⽉１回、委員会（事務局）
に報告する。

・⽀援内容について記録し、3か⽉に１回豊⽥
市に提出する。

・フォロワー及び事業者が提出する報告内容
を確認する。

・事務局より情報共有のあったフォロワー及
び事業者の報告内容に懸念・疑義等がある場
合には、追加確認、個別ヒアリング等を⾏う
よう事務局に指⽰する。

・事業者から提出された⾦銭管理の記録か
ら、適正をチェックし（３か⽉に１回）、委
員会に報告・情報共有する。
・フォロワーから提出された活動報告書の内
容及びフォロワーとの定期⾯談⼜は調査活動
を踏まえ、委員会に報告・情報共有する。

・この際、活動の記録だけでなく、本⼈の価
値観や好き嫌いに関することについても積極
的に記録する。

・⾦銭管理状況について、3か⽉に１回、委員
会に報告する。

・相談記録を保管する。

・事務局による追加確認等の結果、権利擁護
⽀援についての懸念・疑義等がある場合に
は、追加調査等を⾏うよう専⾨員に指⽰す
る。

・委員会（合議体）の追加調査等の要請に基
づき、権利擁護⽀援の対応を⾏った事項につ
いて、委員会に報告する。

・その他の必要なサービスについて必要に応
じて他機関と連携する（計画相談、ケアマネ
ジメント等を含む）。

・委員会に報告し、情報共有する。

・必要に応じて、相談⽀援事業を⾏う者（ケ
アマネジャー、相談⽀援専⾨員等）に情報提
供するとともに、その他の介護保険や障がい
福祉の各種サービス事業者との連携を⾏う。

○記録・報告・情報共有

・本⼈に同意が得られていない情報につい
て、本⼈のいないところで共有しないこと。

意思決定フォロワー ⽣活基盤サービス
（意思決定⽀持者) 事業者

○地域課題の対応 ○地域課題の対応

・各種相談履歴等から地域課題を整理する。
・本事業で把握した地域課題を豊⽥市成年後
⾒・法福連携推進協議会等に報告して、地域
づくりの対応を求める。

・不明や不安のある場合は、委員会（事務
局）に相談し、必要に応じて助⾔を受けるこ
とができる。

・不明や不安のある場合は、委員会（事務
局）に相談し、必要に応じて助⾔を受けるこ
とができる。

・事業者に専⾨的な対応の必要性が⽣じた場
合は、助⾔を⾏う

・その他、専⾨的な対応が⽣じた場合は、事
務局からのコーディネートを経て、専⾨員か
らの⽀援を受けることができる。

・その他、専⾨的な対応が⽣じた場合は、事
務局からのコーディネートを経て、専⾨員か
らの⽀援を受けることができる。

・フォロワーに専⾨的な対応の必要性が⽣じ
た場合には、助⾔ないし専⾨員による⽀援を
要請する。

・フォロワー単独で対応しない。 ・事業者単独で対応しない。
・フォロワー及び事業者の交代等、市⻑申⽴
て、後⾒⼈等交代に関する勧奨を⾏う場合が
ある。

・委員会（合議体）の要請に基づき、本⼈に
対して、必要な権利擁護⽀援を⾏う。

・虐待が懸念される等、本⼈にとって重⼤な
影響が懸念される場⾯では、必ず早急に事務
局に報告しなければならない（守秘義務の解
除）。

・虐待が懸念される等、本⼈にとって重⼤な
影響が懸念される場⾯では、必ず委員会（事
務局）に報告しなければならない（守秘義務
の解除）。

・虐待通報を⾏う。

・虐待が懸念される等、本⼈にとって重⼤な
影響が懸念される場⾯では、⽀援者間での情
報共有を⾏いつつ対応する（守秘義務の解
除）。

・その他、法的⽀援へのつなぎを⾏う。

意思決定フォロワー ⽣活基盤サービス
（意思決定⽀持者) 事業者

・事業者の苦情等受付の窓⼝に本事業に関す
る苦情を申し出ることができる。

・本⼈からの苦情等に迅速かつ適切に対応す
るために、苦情等受付の窓⼝等の必要な措置
を講じる。

・本⼈からの苦情を受け付ける。
・事務局より報告のあった苦情等の内容につ
いて、必要に応じて、本⼈及び本事業に関係
する者に対し、助⾔を⾏う。

・委員会（合議体）の要請に基づき、必要な
調査を⾏う。

・委員会（事務局）に本事業に関する苦情を
申し出ることができる。

・苦情等を受け付けた場合には、苦情等の内
容などを記録する。

・苦情等を受け付けた場合には、苦情等の内
容などを記録する。

・必要に応じて、専⾨員に苦情に関する調査
を求める。

・苦情に関する調査内容を委員会（合議体）
に報告する。

・委員会の⾏う苦情等に関する調査（⽂書等
の提出、質問、設備・帳簿の検査など）に協
⼒するとともに、委員会から指導⼜は助⾔を
受けた場合は、当該指導⼜は助⾔に従って必
要な改善を⾏う。

・苦情等の内容を委員会（合議体）に報告す
る。

・必要に応じて、本⼈及び本事業に関係する
者の同意を得て、苦情の解決のあっせんを⾏
う。

・豊⽥市から求めがあった場合には、改善の
内容を報告する。

・必要に応じて、本事業に関係する者の対応
の改善を求める勧奨を⾏う。

－ － －

本⼈ ⽣活基盤サービス事業者 事務局 合議体 「⾦銭管理担当」及び「アドボケイト」

やること
（活動・⽀
援）

－

活動・⽀援
時における
留意事項

－ －

本⼈ 事務局 合議体 「⾦銭管理担当」及び「アドボケイト」

活動・⽀援
に対する
フォロー

－
・フォロワー及び事業者に対し、研修等の機
会を提供する。

・事務局の要請に基づき、フォロワーに対
し、必要な⽀援を⾏う。

やること
（活動・⽀
援）

－ － － －

合議体 「⾦銭管理担当」及び「アドボケイト」

危機等への
対応

－
・フォロワー及び事業者の報告を受け、委員
会（合議体）に対応を求める。

不服・苦情
への対応

－

本⼈ 事務局
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